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令和５年度 厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

  分担研究報告書(他班との連携) 

 

ウイルス性肝疾患患者に対する ICT を用いた診療連携の取り組み 

 

研究分担者：島上 哲朗   金沢大学 保健管理センター 

 

研究要旨：石川県では、肝炎ウイルス検診陽性者のフォローアップを肝疾患診療連携

拠点病院（以下拠点病院、石川県は金沢大学附属病院が唯一の拠点病院）が行う「石

川県肝炎診療連携」を実施している。拠点病院では、同連携参加同意者の年一回の専

門医療機関受診確認を、専門医療機関から拠点病院へ返送される「調査票」を用いて

行ってきた。調査票の専門医療機関への返送率は、40～50%と低率であった。今回、専

門医療機関―拠点病院間の診療情報共有による共同診療及び拠点病院による診療支援

の促進を目的にICTの一つIDリンクシステムを利用した。従来の紙ベースによる調査票

による専門医療機関は、2020年度、2021年度、2022年度、2023年度それぞれ、43.5%、

48.1%、50.7%、42.1%にとどまった。しかし、IDリンクを用いて、専門医療機関の診療

情報を閲覧することで、実際には、2020年度、2021年度、2022年度、2023年度それぞ

れ、90.8%、89.6%、86.1%、84.4%が専門医療機関を受診していることが判明した。こ

のように、IDリンクシステムの利用により、従来の調査票に比べてより正確に肝炎ウ

イルス検診陽性者の専門医療機関受診状況の把握が可能だった。 

A. 研究目的 

石川県では、肝炎ウイルス検診陽性者を

対象に、拠点病院が経年的なフォローアッ

プを行う「石川県肝炎診療連携」（詳細は別

記の事例「肝炎ウイルス陽性者に対する拠

点病院によるフォローアップの取り組み」

を参照）を平成 22 年度より実施してきた。 

石川県肝炎診療連携の参加同意者には年

一回の肝疾患専門医療機関（以下専門医療

機関）への受診を促すリーフレットと調査

票が拠点病院から郵送される。患者は、調

査票を持参し、専門医療機関を受診し、専

門医療機関の肝臓専門医は、調査票に診療

結果を記載する。調査票は、拠点病院へ返

送される。拠点病院では返送された調査票

により専門医療機関の受診を確認し、治療

内容、病態などをデータベース化している。 

調査票の拠点病院への返送率は、平成 22

年（2008 年）度は約 90%であったが、その

後低下し、近年では 40～50%にとどまってい

る。その一因として、専門医療機関を受診

したにもかからず調査票を拠点病院へ送付

していないケースが相当数存在すると推測

された。さらに、調査票で収集可能な診療

内容は限られた情報であるため、調査票の

みでは、専門医療機関での診療内容の確認

が困難である、また、専門医療機関の診療

内容に関して、拠点病院から専門医療機関

にフィードバックする方法がない、といっ

た課題が存在していた。 

こういった肝疾患診療連携、肝炎患者の

フォローアップの課題を解決するために、

専門医療機関―拠点病院間の診療情報共有

による共同診療及び拠点病院による診療支

援の促進を目的に ICTの一つ IDリンクシス

テムを利用することとした。 

 

B. 研究方法 

石川県では県内医療機関間の診療情報の

共有による共同診療の促進を目指して、ID

リンクシステムを利用した診療情報共有ネ

ットワークシステム｢いしかわ診療情報共

有ネットワーク｣を積極的に運用してきた。

県内の 20 の全ての専門医療機関が｢いしか
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わ診療情報共有ネットワーク｣に加入し、診

療情報を他院へ提供可能なサーバー設置施

設である。 

2018 年 10月末までに石川県庁、石川県医

師会、専門医療機関と IDリンクシステムを

肝疾患の診療連携に用いることに関して合

意形成・運用法の調整を行った。 

2018年11月から石川県肝炎診療連携参加

同意者を対象に、専門医療機関－拠点病院

間での診療情報共有を可能にするために、

いしかわ診療情報共有ネットワークの同意

を取得した。その際別記のリーフレット 

（図１）を用いて、説明を行った。 

 

図 1 

 

システム上、拠点病院と専門医療機関の

両方に IDを有する（＝受診歴がある）患者

でのみ診療情報共有が可能である。石川県

肝炎診療連携の参加同意者 1358名中、20の

専門医療機関と拠点病院両方の IDを有する

者は、312 名であり、この 312 名を対象に、

いしかわ診療情報共有ネットワークの同意

取得を試みた。 

尚、本研究は、厚生労働科学研究費補助

金肝炎等克服政策研究事業「ネットワーク

社会における地域の特性に応じた肝疾患診

療連携体制構築に資する研究（研究代表者 

金沢大学 金子周一）」と連携して実施した。 

 

C. 研究結果 

(1)  調査票返送率 

令和 4 年度末で石川県肝炎診療連携の参

加同意者は対象者（平成 14年度からの老人

保健事業、健康増進事業による肝炎ウイル

ス検診陽性者）、3511名中、1726名（49.1%）、

参加非同意者は 541 名（15.4%）、参加意思

表示のない者は 1244 名（35.4%）存在して

いた。年度別の拠点病院への調査票の返送

率は以下のとおり、近年は、40～50%と低率

であった（図 2）。 

図 2 

 

(2) IDリンクを利用した受診確認（図 3） 

2024 月 2 月末現在、石川県肝炎診療連携

同意者中 140 名で、拠点病院－19 専門医療

機関間で IDリンクによる診療情報共有を開

始した。  

2020 年度、調査票では 132名中 74名が調

査票未返送のため、専門医療機関未受診者

と判断され、年末に 2 回目の受診勧奨の通

知を郵送していた。しかし、この調査票未

返送者 74 名のうち 62 名は、ID リンクで確

認したところ専門医療機関を受診していた。

このように、ID リンクを併用することで、

実際には 132名中 13名だけが未受診者であ

ることが判明した。 

2021 年度、135名中 67名が調査票未返送

だった。しかし、この調査票未返送者 67名

のうち 56名は、IDリンクで確認したところ

専門医療機関を受診していた。ID リンクを

併用することで、実際には 135 名中 14名だ

けが未受診者であることが判明した。 
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2022 年度、130名中 64名が調査票未返送

だった。しかし、この調査票未返送者 64名

のうち 46名は、IDリンクで確認したところ

専門医療機関を受診していた。ID リンクを

併用することで、実際には 130名中 18名だ

けが未受診者であることが判明した。 

2023 年度は、128名中 74名が調査票未返

送だった。しかし、この調査票未返送者 74

名のうち 46 名は、IDリンクで確認したとこ

ろ専門医療機関を受診していた。ID リンク

を併用することで、実際には 128名中 20名

だけが未受診者であることが判明した。 

ID リンクで専門医療機関の診療情報を確

認したところ、年度により差を認めるもの

の、8～22%の患者が、専門医療機関を受診

しているにもかかわらず、消化器・肝臓専

門医を受診していないことがわかった。 

また 4年間の解析期間に、調査票と IDリ

ンクを併用して、一度も専門医療機関の受

診を確認できなかった対象者は 8名（HBV陽

性 6名、HCV陽性 2名）であった。さらに 4

年間で計 8 名の死亡を確認できた。死亡者

の内訳は HBV 陽性が 1 名、HCV 陽性が 6 名、

HBV・HCV陽性が 1名であった。 
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D. 考察 

ID リンクを用いることで、従来の調査票

を用いた紙ベースを用いた専門医療機関の

受診確認に比べてより正確な受診状況の把

握を行うことが可能であった。ID リンクを

フォローアップ事業への応用により以下の

事が期待できると考えられた。 

 従来の紙ベースの調査票より正確に、

専門医療機関の受診状況を把握できる。

そのため真の未受診者への重点的な受

診勧奨や死亡確認が可能になると思わ

れる。 

 専門医療機関を受診しているにもかか

わらず、肝臓専門医の診療を受けてい

ない患者を拾い上げ、肝臓専門医への

受診勧奨が可能になると思われる。 

 ペーパーレス化によるフォローアップ

事業の費用削減、専門医の負担軽減が

期待できる。 

 石川県では、2024 年 2 月の肝炎対策協

議会で審査を行い、拠点病院による ID

リンクを用いた診療情報の閲覧に同意

した石川県肝炎診療連携参加同意者に

は、2024 年度以降は調査票および調査

票返送用の切手つき封筒の郵送を廃止

することを決定した。これにより、郵

送費の軽減によるフォローアップ事業

費の軽減および調査票を記載する専門

医療機関の肝臓専門医の負担軽減が期

待できる。 

一方課題として以下の点が挙げられる。 

 当初の方法では、拠点病院と専門医療

機関の両方に IDを有する患者だけが ID

リンクを用いた診療情報共有が可能で

ある。しかし、石川県肝炎診療連携参

加同意者の約 75%は拠点病院の ID を有

していないため、拠点病院との診療情

報の共有ができない。そのため、拠点

病院に IDがない患者に関しても、拠点

病院との診療情報共有が可能になるよ

うに工夫する必要があった。2022 年 1

月から、本フォローアップ事業用の仮

想の医療機関（金沢大学附属病院肝疾

患相談センター）と専門医療機関とを

紐付けする方式を開始し、2024 年 2 月

末時点で計 219 名に関して、ID リンク

により拠点病院から専門医療機関の診

療情報を閲覧可能な状態とした。本フ

ォローアップ事業用の仮想の医療機関



 
 

－212－ 
 

には、石川県肝炎診療連携参加同意者

全員に IDが割り振られているため、拠

点病院に IDを有しなくても専門医療機

関と紐付けが可能である。 

 ID リンクによる専門医療機関の受診状

況確認により、専門医療機関をせっか

く受診しているにもかかわらず、肝

臓・消化器病専門医を受診していない

患者が存在していた。ID リンクシステ

ムのメール機能を利用して、拠点病院

から専門医療機関へ情報をフィードバ

ックし、専門医療機関内での院内連携

の強化を依頼する、といった取り組み

が必要である。 

 今回は、専門医療機関―拠点病院間で

の診療情報共有を行ったが、多くのか

かりつけ医にも IDリンクのサーバーが

設置されている。今後は、かかりつけ

医とも IDリンクを利用した診療情報共

有を促進していく。 

 

E. 結論 

ID リンクを用いることで、従来の調査票

を用いた紙ベースを用いた専門医療機関の

受診確認に比べてより正確な受診状況の把

握を行うことが可能であった。 

 

F. 政策提言および実務活動 

＜政策提言＞ 

 2024 年 2 月 16 日に開催された第 32 回肝

炎対策推進協議会で本研究報告書の内容の

一部を報告した。 

 

＜実務活動＞ 

肝疾患診療連携拠点病院の事業担当者お

よび石川県肝炎対策協議会や石川県医師会

肝炎対策検討委員会の委員として、石川県、

石川県医師会と協力して、肝炎医療コーデ

ィネーターの養成、専門医療機関医療従事

者講習会の開催、石川県の各種肝炎対策に

参画した。 

 

G. 研究発表 

1. 発表論文 

出島彰宏，島上哲朗，寺島健志，堀井里

和，山田真也，丹尾幸樹，鷹取元，荒井

邦明，山下竜也，本多政夫，金子周一，

山下太郞．オンラインツールを用いた指定

医療機関拡充によるC型慢性肝疾患患者

への治療導入の促進 肝臓. In press. 

 

2. 学会発表 

福田雅子，島上哲朗，堀井里和，山下太

郎．眼科医会と連携した術前検査での肝

炎ウイルス検査陽性者のフォローアップの

取り組み．第 59 回日本肝臓学会総会．

2023 年 6 月 特別企画 3-1  メディカルス

タッフセッション 2023～HCV elimination と

post HCV 時代への対応～ 

 

3. その他 

啓発資材 

なし 

 

啓発活動 

1. 令和 5 年度「肝炎フォローアップ事業

担当者連絡会」及び「石川県肝炎医療

コーディネーター養成等研修会」 

2023 年 6月 30日 

2. 令和 5 年度石川県肝炎医療コーディネ

ーター養成 ・活動支援 研修会  

2023 年 11月 21日 

3. 第 15回石川県肝疾患専門医療機関医療

従事者講習会 2024年 3月 9日 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録 

なし 

3. その他 

なし 


